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第6回  宇宙開発利用大賞 

サグリ株式会社　坪井 俊輔

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
●小型商業衛星として日本初のSAR画像の取得に成功
2020年12月に自社初の小型SAR衛星の打上げ・軌道投入に成功、翌年2月
に日本初のSAR画像取得成功。次いで2022年3月に実証2号機、9月に初の商
用実証機StriX-1と成功を続ける。
●SARデータ・解析ソリューションの提供を世界で展開
提供するサービスは、SARデータの販売と解析ソリューション提供の２つ。
データ販売は、自社衛星で取得した画像データを提供。SAR衛星は全天候・全
時間帯で地上観測が可能で時系列分析や変化抽出に適しているため様々な分
野で利用が期待されている。
解析ソリューションは、衛星データをAIを用い解析し顧客の意思決定や業務
効率化に適した情報提供を行なう。

２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
2021年度から2022年度にかけての売上比率は前年比9.5倍、増加率
852%と拡大。2023年度も、11月時点で前年比約3倍と拡大。コンステレー
ション事業を着実に進展し国内外からの引き合いが増加したことに加え、創業
当初からソリューション開発を実施し、独自のwebサービスの実利用事例が増
えたこと。シンガポール支社と連携した海外マーケティング強化による自社ブラ
ンド力の強化を進めつつ、現在までにグローバル展開を視野に入れた戦略的
パートナーシップの連携を22パートナー、19カ国と強化し、海外での契約件数
は現在12案件。

３．経済・社会の高度化への貢献
SAR衛星は地球規模の事象を捉え、その膨大なデータを解析することで、適
切な対応を促す、広い視野と新たな視点を提供することが可能。当社の試算で
は、小型SAR衛星を30機稼働できれば、世界のどこで災害が起きても2時間以
内に現地のデータを取得して分析し、災害対応の意思決定に資する情報提供
が可能。たとえ夜間帯に地震や洪水などの災害が発生し、人が立ち入ることが
困難な状況だとしても、状況を迅速に観測できる。自然災害や安全保障領域に
おける情報インフラとして機能し、地球環境も考慮したデータに基づく持続可
能な未来のためのデータ基盤としての活動を展開する。また、経済・社会の高度

化にむけて衛星データによる広範囲かつ高頻度で更新される情報と地上の
IoTセンサー・デバイス等で取得された情報を統合していくことで、これまでに
ない社会的な価値を提供することが可能になる。

４．技術への貢献
顧客の課題を直接聞くことができる解析ソリューションの提供を通じ、衛星自
体の改善につなげると共に、衛星ハードウェアの技術特性を理解したデータ解
析のアルゴリズム開発を行う。これら一連の取り組みによって、災害対策や対応
の改善、地球環境や気候変動のモニタリング、持続可能なインフラの開発・維
持等の現在の社会が抱える様々な課題に効率的・効果的・タイムリーに応える。
また、次世代SAR衛星の開発における重要点として、優れたSARセンサーを
導入し、鮮明な画像を得て、地球の微細な変化を把握し、環境要素の詳細な
監視を可能にする解像度の向上。投入する軌道の物理的な計算を元に、衛星
の再訪問周期を短縮させ、地球の変化をより迅速に把握する再訪問周期の短
縮。そして、広域・多地点を一度にタイムリーに取得し、対象箇所の状況理解
に資する情報提供（現在3m以下の解像度で1,000㎢以上を一度に撮像可
能）を目指す。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
恒常的な情報発信を通じ、これまで数多くの国内外でのメディア掲載やパー

トナーと連携した発信で会社・事業の理解促進に挑んでいる。また、SNS発信も
行い、ビジネス向けSNSのLinkedinにおいて、2020年から本格的に運用を始
め、およそ10倍のフォロワーを獲得し、日々フォロワーが増え続けている。
受賞歴として、2019年Euroconsultの“Strategic Transaction for EO 
Business”、 2020年から2022年にLinkedin Japan「Top Startups」
3年連続Top10入り、2022年から2024年にかけ世界の地理空間企業トップ
100に3年連続選出、2022年日本スタートアップ大賞、文部科学大臣賞、
Geospatial World Leadership Award、2023年Forbes JAPAN
「START-UP OF THE YEAR 2024」など他多数ある。
また、次世代を担う人材育成として、新井元行CEOは、2023年から文部科
学大臣より「起業家教育推進大使」を拝命し、学生や若者に起業やチャレンジを
身近に感じてもらうための講演を行なっている。

小型SAR衛星コンステレーションによる
国内外への事業展開
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株式会社Synspective　新井 元行

小型SAR衛星の開発からソリューション開発まで行い、従来の大型SAR衛星に近い
性能をもったまま、小型・軽量による低価格化を図ることで多数機生産を可能としてい
ることは高く評価する。
　海外市場への拡大に貢献しており、既にグローバルパートナーが確保されていると
ともに海外での契約件数が12案件もあり、海外ビジネスが拡大傾向にあることは
高く評価できる。
　世界中でSAR画像への需要が高まる中、災害対応等への活用が期待でき、国際的
な展開が見込める。

2018年の創業からわずか2年で日本初の小型SAR衛星による画像取得に成功、
その後、2022年3月に実証2号機、同年9月に初の商用実証機と3機全てのデータの
生成、画像化、販売と、実用化までの一連のプロセスを成功させ事業として収益基盤を
完成させた。2022年度からは、内閣府が推進する「小型SARコンステレーションの
利用拡大に向けた実証」でさまざまな省庁の実利用に向けSARデータ、ソリューション
を提供するなど着実に実利用へ進んでいる。

１．宇宙開発利用の新たな領域創造への貢献
近年、肥料価額の高騰に伴い、各地で土壌分析が求められているが、現在は土
壌を現場でサンプリングして分析センターで分析する手法が中心となっている。
しかし、現場で土壌をサンプリングする手法はコストと手間がかかり、農業者の土
壌診断のニーズを十分に満たせていない状況にある。施肥に関してはすべての圃
場に対して土壌分析を実施して必要最低限の量を施用することが理想であるが、
コストや手間によりすべての圃場での分析は困難な状況にある。
本技術は、衛星データを用いて広域な農地に土壌の化学性指標の分析を高精
度かつ多項目で分析可能とするサービスを産地に提供し、すべての圃場で土壌
分析を実施したいというニーズを満たす。さらには衛星データを活用することで、
施肥管理の最適化による肥料削減等により産地のゼロ・カーボン農業へ貢献を
目指す。具体的には土壌分析技術を応用して、農地からの温室効果ガス排出削減
量と吸収量を評価し、カーボンクレジットを創出することで、農業者の営農の効率
化と新たな収入の創出を目指す。
また、衛星データを活用した自動農地区画化技術（AIポリゴン）は農地のデジタ
ル区画が整備されていない諸外国にてニーズが高く、生成した農地区画をベース
にした農地のデジタル化に貢献している。
２．宇宙開発利用市場の拡大への貢献
衛星データを活用した土壌分析サービス「Sagri」は2023年6月に有料サービ

スを開始以来、多数の生産者に登録され利用されている。また生産者のみならず、
JA、農業法人等の団体でも活用されており、これまでに約10団体以上で活用実
績がある。
また、海外においても、インドベンガルールに海外子会社を設立し、衛星データ
と地上から得られる情報を活用し、衛星データの分析結果をもとに、農家の与信
情報を形成することで小規模農家向けにマイクロファイナンスの促進を行ってい
る等のグローバル展開を積極的に行っている。2023年2月には新たにシンガ
ポール法人を立ち上げており、さらなる海外での衛星データの利用拡大を予定。
海外での土壌分析サービスについてはすでに以下の国で実証または導入
が始まっている。
・土壌分析サービス
インド、タイ、ベトナム、インドネシア、ケニア、ペルー、ブラジル
・カーボンクレジット事業
インド、タイ、ベトナム

３．経済・社会の高度化への貢献
　土壌診断における国内市場規模は約156億円（※同社試算）であり、今後もその

規模は拡大していくと考えられている。しかしながら、現在の土壌分析手法のまま
では、土壌サンプリングの手間やコストを考慮すると、今後の診断ニーズの拡大
に十分に対応できない可能性が考えられる。
　本サービスは衛星データから広大な農地の土壌分析結果を場所を問わず迅速
かつ、簡易に提供することができ、従来の土壌分析と組み合わせることで、肥料価
格高騰への対応および現在十分ではないと考えられる土壌診断へのニーズに応
えるもの。
なおかつ、肥料削減による温室効果ガスの削減といった社会課題の解決、更に
はカーボンクレジットの仕組みを組み合わせることで農業者の所得向上への貢献
も目指している。

４．技術への貢献
衛星データを利用した土壌化学成分分析の事業者は、国内ではまだ存在して
おらず、農業者が利用できるアプリケーションをすでに提供していることから、こ
の分野における新規性は高い。また、従来の土壌分析における農業者の負担を大
幅に軽減できるだけでなく、迅速かつ圧倒的に低コストで提供できることから、競
争優位性も高い。
衛星データを活用した農地区画化技術（AIポリゴン）については、特許（特許番
号 ：特許第7053083号）を取得しており、高度で新規性の高い技術を開発し、宇
宙開発利用に貢献している。

５．国民理解の増進・人材育成への貢献
　衛星データを活用した土壌分析技術及び農地区画化技術は社会の関心も高
く、国連気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）での紹介をはじめとし
て、テレビや新聞等で広く取り上げられ、国民の重要性の理解増進宇宙開発利用
の事例の紹介に貢献した。
　（主な事例）
　・国連気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）ジャパン・パビリオン
でのプレゼンテーション

　・テレビ東京 ワールドビジネスサテライト（WBS）2024年2月19日放送、「日
本経済でウクライナ復興　“空×陸”から農業支援」

　・日本経済新聞 2023年7月27日 「衛星データで農地の脱炭素証明　農家の
増収、技術で導く」

　・日本経済新聞 2024年2月20日「ウクライナ支援、官民一体」
　・FNNプライムオンライン 2024年2月24日「フューチャーランナーズ」

　土壌分析を衛星画像に利用し、その情報を販売するビジネスで今後の需要拡大が期待される。また、この分野は海外展開が重要であり、インド
をはじめ、海外に多数の販路を広げていることは高く評価できる。
　さらに、衛星データの利用拡大に大きく貢献しており、これまで実現できなかった農地区画の自動生成による農業DXへの貢献は高く評価できる。

　農業者の管理する農地の生育状況及び土壌解析を衛星データを用
いて、スムーズに、広域に、より迅速に行うことが可能になるサービス
「Sagri（サグリ）」。
　「Sagri」に搭載されたAIによる土壌解析モデルは、日本国内はもと
より世界各地で収集された土壌データを基に開発され、衛星データを
用いた土壌解析の精度において高い評価を頂いている。また、衛星
データから農地区画を自動で生成するAI技術は、国内外の農業のデ
ジタル化に欠かせないものとして活用が進んでいる。
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